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～令和 3年 3月から順次カードリーダーが設置された医療機関で使用できます～ 

担当 杉山 友香 

マイナンバーカードの健康保険証利用で何が変わる？ 

現状では加入している健康保険ごとに健康保険証が発行されています。医療機関へかかる際には、資格確認のために

毎月提示するのが健康保険証の標準的な利用方法になっています。 マイナンバーカードと健康保険証の一体化は

2021 年 3 月から開始予定で、医療機関や薬局に設置されたカードリーダーにマイナンバー

カードを読み込ませた後、顔写真で本人確認をすることで健康保険証の提示が不要となり

ます。 さらに、マイナンバーカードと健康保険証の一体化には以下のメリットもあります。

（１）就職・転職・引越しをしても健康保険証としてそのまま利用可能 

就職や転職によって被保険者としての資格が変わる、あるいは管轄の保険組合が変わ

る場合のほか、国民健康保険に加入している人は引越しによっても保険の管轄が変わ

ります。そのため、新たな健康保険証が発行されるまでの間に医療機関を利用した場合は、いったんは医療費

の全額を自己負担で支払い、健康保険証の発行後に還付の手続きを行う手間があります。 それがマイナンバー

カードと一体化させると、保険者の手続きが完了次第、新しい健康保険証の発行を待つことなくマイナンバー

カードを健康保険証として利用できるようになります。 

（２）マイナポータルで特定健診情報、薬剤情報などを閲覧できる  

これまでは加入している保険組合から医療費のお知らせが年度末に送付されるのみ

でしたが、行政手続きや行政機関からのお知らせを確認できるオンラインサービス

「マイナポータル」で、特定健診情報、薬剤情報、医療費通知情報を閲覧できるようになります。 

（３）マイナポータルで確定申告の医療費控除が簡単に  

従来は確定申告の際に医療費を集計して申請書に転記する作業がありましたが、マイナポータルを通じて自動

入力できるようになることで、医療費控除の手続きが簡単になります。マイナンバー自体「社会保障・税番号

制度」という名称ですので、その名のとおりの役割に徐々に近づいてきているといえます。 

その他のメリットや注意点 

マイナンバーカードと健康保険証の一体化によるメリットとしては、薬剤情報、特定健診情報を医療機関・薬

局と共有できる点も挙げられます。 今までは新しく病院にかかった場合、患者側から以前の病院での診察状況

などを説明したり、お薬手帳を見せたりする必要がありましたが、本人が同意をすることでマイナンバーカー

ドと紐づけられた薬剤情報や特定健診情報を医療機関が確認できるようになるので、より良い医療サービスを

受けられることが期待されています。 一方、注意点としては、サービス開始と同時に全ての医療機関で利用で

きるわけではないことです。マイナポータルによると「令和 5年 3月末にはおおむね全ての医療機関等での導

入を目指す」としていますが、例えば地域の小さなクリニックなどでは導入が遅れる

ことも考えられるため、当面の間は健康保険証も携帯しておく必要があるでしょう。 
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2021 年（令和 3年）社会保険・労働諸法令の主な改正点 
                     担当 伊東 毅 

１ 子の看護休暇・介護休暇 時間単位での請求 令和 3年 1月 1日より 

育児・介護休業法の改定により、子の看護休暇・介護休暇は、時間単位での請求ができ

るようになりました。これまでは半日単位での請求は認められていましたが、1日の労働

時間が 4 時間以下の方には請求することが出来ませんでしたが、これからはそのような

方も時間単位で請求できるようになりました。（令和 2年 12月号事務所だより既報） 

２ 障害者法定雇用率  2.2％から 2.3％に引上げ 令和 3年 3月 1日より 

常時雇用する労働者（週 20 時間以上勤務の者で概ね雇用保険に加入している方）のうち、週 30 時間以上

（概ね雇用保険にも社会保険にも加入している方）勤務している方を 1.0 人とし、20 時間以上 30 時間未

満の方を 0.5 人とカウントします。100 人を超える場合は、法定雇用を満たしていないと不足人数 1 人当

たり月額 50,000 円の「納付金」が徴収されます。また、法定雇用を上回る場合には、100 人以下の場合は

1人当たり月額 21,000 円の「報奨金」が、100 人を超える場合月額 27,000 円の「調整金」が支給されます。 

３ パート・有期労働法 中小企業適用～待遇差について説明義務が課せられます～令和 3年 4月 1日より 

令和 2年 11 月号の事務所だより「最高裁正社員と非正規社員の格差を認める判決」で概略を広報していま

すが、就業規則で正規と非正規の、職務内容とそれに伴う役割と責任の程度を明確に規定しておき、併せ

て給与規定で各種手当を支給する趣旨・目的を明確に規定しておくことが絶対条件です。そうであるなら

ば、正規と非正規の労働条件に相違があっても、待遇差を説明ができることになりますし、同一労働同一

賃金との誤解や指摘を回避できます。 

４ 高年齢者雇用安定法改正 70 歳までの雇用確保が努力義務 令和 3年 4月 1 日より 

  70歳定年制や 65歳定年・70歳継続雇用制などいろいろなケースが考えられるかと思いま

すが、あくまでも 70 歳まで働ける機会を設けなさいというもので、現役時代の労働条件を

維持しながらではありません。しかし、３で述べた労働条件の相違について「定年後の再

雇用という事情」は斟酌されますが、念のために「定年後再雇用者就業規則」の整備は必

要かと思います。70 歳までの雇用に関して、どのような制度を設けるかで助成金が利用で

きる場合がありますので、事前にご相談下さい。 

５ 協会けんぽ熊本支部 健康保険料引下げ 全額 10.33％⇒10.29％ 令和 3年 3月分より 

  労使折半になりますので、各々5.145％ですが、40 歳の誕生日の前日が属する月から全国一律の介護保険

料が課せられ、3月分から引き上げられ（全額 1.73％⇒1.8％）、労使折半で各々0.9％上乗せされます。 

６ 今後の重要な改正事項 

①  65 歳以上の兼業・副業者の雇用保険適用        令和 4年 1月 1日 

  マルチジョブホルダーで、どの雇用先でも週 20 時間未満のために雇用保険に加入できず、しかし世帯主と

して生計を維持しながらも年収が 300 万未満の方の比率が高い 65 歳以上の方が、「本人から申し出があっ

た場合」に 2つの雇用保険適用事業所の労働時間の合計が 20 時間以上あれば、雇用保険に加入できます。 

  ② 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画が 101 人以上の法人に義務化 令和 4年 4月 1日 

   一般行動計画には、労働者の仕事と子育ての両立を図る目的で制定された「次世代育成支援対策推進法

（次世代法）」と女性が職業生活において活躍できる施策を推進する目的で制定された

「女性活躍推進法」の二つがあります。次世代法の行動計画は 101 以上の企業に義務付

けられており、一方女性活躍推進法では 301 人以上の法人に義務化されておりそれが来

年 4 月から 101 人以上の法人に拡大されます。この 2 つの行動計画は、「一体型」と呼

ばれる様式がありますので、これを活用すると便利です。 


